
地域ベンダーとの連携で
顧客重視の充実したサポート体制

　自治体部門の主力製品である電子自治
体ソリューション「e-ADWORLD2」は、
行政サービスの全体最適を目的とした業
務パッケージ。2011年6月現在、導入
自治体は206団体にのぼる。
　全9項目中6項目でトップ評価を得て
いるが、中でも目を引くのが「継続意向
度」の高さである。そこには同社が半世
紀にわたって自治体のニーズを踏まえた
手厚いサポートを展開してきた実績が反
映されている。
　自治体の業務は住民記録、税収納管理、
保健・福祉関連など幅広く、関連部署も
多岐にわたる。その中で住民にとって利
便性の高い行政サービスを提供するに
は、自治体の業務に精通したエンジニア
のサポートが大きな力になる。「日立情
報システムズでは、自社のエンジニアに
よるサポートに加え、地元地域を活動拠
点とする全国19社のシステムベンダー
と連携。要請があれば、すぐに駆けつけ、
課題解決にあたります」と同社の伴藤秀
彦氏は話す。
　例えば、先の東日本大震災時には被災

地に近い自治体の行政システムがダメー
ジを受けた。連絡を受けた同社では約
70km離れた東北支社から、すぐにエンジ
ニアを現地に派遣。電車も動いていない
状況の中、数日にわたって支社と現地をタ
クシーで往復し、システムの復旧に尽力し
たという。顧客重視のサポート活動がベン
ダーとしての信頼性向上につながり、継続
意向度の高さに表れたといえそうだ。

各支社の自治体向け事業を統合し
併せて新機能拡張プロジェクトを推進

　顧客重視の姿勢は大胆な組織改革にも
及ぶ。同社は北海道から沖縄まで全国の
自治体に向けて事業を展開していたもの
の、これまでは各支社が案件を請け負う
独立採算の形をとっていた。「しかし、各
支社の業務内容には共通する部分も多く
ありました。また緊密な相互連携を一層
促進するためにも、2010年4月に各支
社の自治体向け事業を統合。自治体情報
サービス事業部を発足させたのです」と
伴藤氏は説明する。
　同事業部の発足に伴い、組織統合のメ
リットを生かした「GU（Grow Up）プロ
ジェクト」もスタートさせた。これは製
品開発チームと現場のエンジニアの連携

票類は多品種化し選択肢を用意、計算な
どのビジネスロジックについても旧シス
テムからさらに選択肢を拡張するなどカ
スタマイズレスを目指した取り組みを推
進。これらの選択肢もパッケージシステ
ムのオプションとしてサポートされ、導
入やシステム構築の容易性を追求してい
る。「自治体ごとに仕組みが異なる福祉
関連システムなども従来作り込みを中心
に対応してきましたが、カスタマイズレ
スを目指し、標準パッケージの品揃え強
化などにも積極的に取り組んでいます」
と伴藤氏は話す。
　また、職員が操作するシステムの画面
もユニバーサルデザイン準拠はもとより
初任者でも操作しやすいデザインを追

求。職員間の情報交換の仕組みをシステ
ムの随所に組み込む工夫をしており、使
いやすさにも気を配っている。
　地域情報プラットフォームにも標準準
拠し、加えて旧来のレガシーシステムとの
業務システム間連携も可能な独自のアダ
プタ機能も備えており、段階的なシステム
最新化に柔軟に対応できる。
　また、当初賦課など大量のデータを扱う
処理も多いが、これらの運用についても自
治体の規模に応じて柔軟に変更できるバ
ッチ実行処理基盤を自社で開発。現場の
エンジニアはユーザーと調整の上、処理の
実行単位を現場の実情に合わせて変更す
ることができるなど、機能面だけではなく
運用面の強化にも力を入れている。

早期導入とコスト削減を実現する
クラウド型のe-ADWORLD2を提供

　このように製品力を高める一方で、自
治体のコスト負担を軽減するサービス提
供にも力を注ぐ。
　「現在のように、時々刻々と変化する社
会制度に対応したシステムの構築は、自
治体が主導して行わなければなりませ
ん。しかし、昨今は低迷する経済状況を
反映して、自治体の財政も厳しさを増す
一方です。自前の運用ではコスト的にも
技術的にも困難という自治体が増えてい
ます」と伴藤氏は語る。
　こうした背景のもとに、同社が提供して
いるのが「e-ADWORLD2/SaaS」だ。こ
れは、データセンタ運用技術を活用したマ
ルチテナント方式のクラウドサービス。セ
ンタのハードウエア、ソフトウエアを複数
の自治体で共有・活用することで、標準化
とリソースの利用効率を高め、早期導入と
低コストを実現する（次ページ図1）。この
先進事例が、神奈川県町村情報システム
共同事業組合であり、本年9月以降段階的
に各町村へのサービス提供を開始する。
　「各自治体は自分たちでインフラを持た
ず、常に最新の機能をWebを介して利用
できるようになります。導入型に比べて
短期間で導入でき、コスト負担を軽減で
きるのはもちろん、税制などの制度変更
があった場合も、センタ側のシステムが
最新の制度を反映してサービスを提供す
るので、運用管理の手間も不要になりま
す」と伴藤氏はそのメリットを語る。
　実際、今回の調査でも「導入価格」「保
守サポート料」などコスト面での評価が
高い。「この背景にはパッケージ製品と
してのe-ADWORLD2のコストパフォ
ーマンスの高さに加え、コスト負担の軽
減に貢献するe-ADWORLD2/SaaSの

強化を図り、顧客ニーズを踏まえた機能
の開発・改善のスピードアップを推進す
る活動だ。「直接ユーザーと接するエン
ジニアには、様々な意見や要望が寄せら
れます。それを基に、事業部の主力エン
ジニアは定期的にミーティングを重ね、
機能強化や使い勝手の向上を図る改善策
をまとめ上げています。各支社の持つ人
材やノウハウの集積が図られたことで、
相互の連携がとりやすくなりました」と
伴藤氏は述べる。

スケーラビリティを確保し
効率的で使いやすいシステムに

　こうした取り組みの成果が、今回の調査
結果にも表れている。「導入や初期設定の
容易さ」「システム構築の容易さ」「運用管
理の容易さ」の項目で、他社を大きく引き
離し、トップ評価を獲得しているのだ。
　「技術要素の標準化を進めるとともに
多様なツールやテンプレートを提供し、
運用の自動化を促進。より使いやすいパ
ッケージ製品へと進化を続けています」
と伴藤氏は語る。
  例えば、自治体ごとに異なる帳票や計
算など、制度の相違への対応は以前から
導入における大きな課題であったが、帳
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利用が増加傾向にあることが考えられま
す」と伴藤氏は分析する。本サービスは、
ASPIC※主催の「第5回 ASP・SaaS・ク
ラウドアワード2011」ASP・SaaS部
門において、「アプリケーション分野社
会・業界特化系グランプリ」を受賞。こ
れを契機に、さらなる自治体クラウドの
推進に注力するつもりだ。

先を見据えた取り組みを推進
新たなサービスの開拓にも着手

　さらに先を見据えて、自治体クラウド

の将来展開として国民本位のワンストッ
プサービス実現への取り組みも進行中
だ。
　これはかねてより総務省が推進してき
た地域情報プラットフォームを前提とし
たものである。SOAやXMLなどの技術を
活用し、プラットフォームやデータ形式な
どが異なるシステム間でシームレスな連
携を図ることで、複数の部門にまたがる
行政サービスを一つの窓口で処理するワ
ンストップサービスが容易になるほか、災
害時などの地方自治体間の情報共有、さ

らには病院、金融機関、電気・ガス会社な
ど公的役割を担う民間組織とのシステム
連携も可能になり、行政サービスの利便
性を飛躍的に高めることができる（図2）。
　e-ADWORLD2は地域情報プラット
フォームに準拠し、多様なシステム連携
を実現するインタフェース機能を搭載。
SOAをベースにした拡張性の高いシステ
ム構築に対応する。当然、クラウドサー
ビスのe-ADWORLD2/SaaSも地域情報
プラットフォームに対応している。これ
らの仕組みを前提として、国民ID制度と
いった今後の大きな行政の仕組みの変革
や官民連携を主体としたスマートシティ
への対応など、既に新たなサービスの開
拓に着手している。
　「自社製品のみならず、自治体のニー
ズを満たす最適な製品・サービスがあれ
ば、積極的に連携を支援し、利用価値の
向上に貢献していきます」と常に顧客の
一歩先のニーズに伴藤氏は目を向ける。
　今後も自治体に対して、より付加価値
の高いサービス提供を目指すという同社
では、そのための体制を整えつつある。
　というのも、同社は2011年10月に
日立電子サービスと合併。新会社の「日
立システムズ」として新たなスタートを
切る。主にシステムの構築・運用サービ
スを強みとしてきた同社と、運用保守サ
ービスを主力事業としてきた日立電子サ
ービス。
　「今回の合併で、サポート体制も大幅
に強化されます。全国の自治体に対し
て、ハード面/ソフト面を含めたシステ
ム全体のトータルサポートをワンストッ
プで提供できるようになります」と話す
伴藤氏。時々刻々と変わる自治体のニー
ズに、これまで以上に迅速・的確に対応
できる体制を整備することで、さらなる
顧客満足度の向上を目指す構えだ。

※ASPIC ：	特定非営利活動法人 ASP・SaaS・クラウド コン
ソーシアム

株式会社日立情報システムズ　自治体情報サービス事業部
　  0120-346-401　受付時間：9:00～17:30（土・日・祝日は除く）　URL: http://www.hitachijoho.com/solution/e-adworld/
株式会社日立情報システムズは、2011年10月1日に日立電子サービス株式会社と合併し、｢株式会社日立システムズ｣として新たにスタートします。
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 図2　日立情報システムズが提案する次世代サービス基盤
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 図1　e-ADWORLD2/SaaSを支えるマルチテナント対応クラウドの仕組み
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